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令和８年障害福祉サービス等経営実態調査 
厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 

 
✍この調査票は、今回調査対象となった障害福祉サービス及び障害児支援（以下「障害福祉サービス等」という。）等の状
況を伺うものです。 

✍調査対象となった障害福祉サービス等についてご記入ください。なお、調査票提出時には調査票の複写を１部お取り置き
ください。 

✍本調査は統計法に基づき総務省より一般統計調査として承認されており、調査報告の秘密は保持され、調査報告の統計目
的以外の使用は認められておりません。 

✍本調査は、インターネットを利用してオンラインで回答いただけます。調査専用ホームページを用意しておりますので、
ぜひご利用ください。（https://xxxxx.mhlw.go.jp） 

 

※「調査対象となった障害福祉サービス等」とは、このページ右上のラベルに記載のサービスを指します。 
 

問１．調査対象となった障害福祉サービス等の活動状況について、該当する番号に○をつけてください。 

 １．令和７年度の当初又はそれ以前から活動中 

 ２．令和７年度の途中から活動中 

 ３．休止中（令和７年度にサービス提供実績がない場合も含む） 

 ４．令和７年度末までに廃止 
 

☞１と回答された場合（調査対象サービスが令和７年度の当初又はそれ
以前から活動中）は、以下の項目に沿って回答を進めてください。 

☞２～４と回答された場合は、以降は回答不要です。
このまま調査票を返送してください。 

 

住所・法人名・事業所

名の確認 

調査票１ページの右上部分に記載の法人名、法人本部住所、事業所名、事業所住所に誤りがある場合、下欄に正しい
情報を記載してください。（誤りがない場合は記載不要です。） 

法人名  
法人本部 

住所 

 

事業所名  事業所住所 
 

法人番号              事業所設立年月 西暦［       ］年［     ］月 

調査票に関する問合
せ電話 

－     － 
調査票に関する
問合せＦＡＸ 

－     － 

調査票に関する問合
せメールアドレス 

               ＠ 

調査票に関する問合
せ担当者 

部署 
役職 

 
(フリガナ) 

氏 名  

経営主体 
 
該当する番号1つに○を
つけてください。 

１．都道府県、市区町村、一部事務組合（公設公営） 

２．都道府県、市区町村、一部事務組合（指定管理） 

３．社会福祉協議会 

４．社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 

５．医療法人 

６．営利法人（株式・合名・合資・合同会社） 

７．特定非営利活動法人（ＮＰＯ） 

８．国、のぞみの園、独立行政法人国立病院機構 

９．独立行政法人（のぞみの園、国立病院機構以外）・地

方独立行政法人 

10．その他の法人（社団・財団、農協、生協、学校等） 

会計期間 
該当する番号1つに○を
つけてください。 

１．年単位（１月１日～12月31日） 

２．年度単位（４月１日～翌３月31日） 

３．その他 

（    月   日 ～ 翌   月   日） 

 
この調査は報酬改定の基礎資料となる重要なものです。正確な統計を作るためにも、 

漏れなくご回答いただきますようご理解・ご協力をお願いします。 

【提出期限】 （オンライン提出の場合）令和８年●月●日（●）までに送信してください 

（郵送による提出の場合）令和８年●月●日（●）までに投函してください 

統計法に基づく国の統計調査
です。調査票情報の秘密の保
護に万全を期します。 

統計法に基づく一般統計調査 
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§１．調査対象サービスが属する会計の区分状況等 
 

問２．調査対象サービスが属する令和７年度の会計の区分状況について、該当する番号に○をつけてください。 
 
 

１ 
１．単独会計 

☛ 調査対象サービス単体の区分で会計処理を行っている（サービス区分の決算書類を作成している） 

２ 

２．一体会計（事業所単位） 

☛ 調査対象サービスを提供する事業所において行っている、複数の障害福祉サービス等（障害福祉サービ

ス等事業以外の事業（介護保険事業等）を行っている場合も含む）を一つの会計の区分として会計処理を

行っている（拠点区分の決算書類を作成している） 

３ 

３．一体会計（法人単位） 

☛ 複数の障害福祉サービス等事業及び障害福祉サービス等事業以外の事業（介護保険事業等）を含め、法

人全体を一つの会計の区分として会計処理を行っている（拠点区分やサービス区分の決算書類は作成し

ていない） 

※ 収益（収入）は調査対象サービス分を把握しているが、費用（支出）は他の併設サービスと一体的にしか把握していな

いなど、部分的に調査対象サービス分の収益・費用を把握している場合は、一体会計としてください。 
 

 

【会計の区分の例：居宅介護サービスが調査対象の場合】 
 

 

 

施設・事業所

居
宅
介
護

（調
査
対
象
）

指
定
計
画

相
談
支
援

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

以
外
の
事
業

（
介
護
保
険
、

医
療
事
業
等
）

１．単独会計

事業活動計算書

（損益計算書）

２．一体会計（事業所単位）

施設・事業所

居
宅
介
護

（調
査
対
象
）

指
定
計
画

相
談
支
援

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

以
外
の
事
業

（介
護
保
険
、

医
療
事
業
等
）

サービスごとに事業活動

計算書（損益計算書）を分

けていて、調査対象サー

ビスだけの収益と費用を

把握している。

事業所内に併設しているサービス（障

害福祉サービス以外の事業（介護保険

事業等）も含む）を含めた事業活動計

算書（損益計算書）を作成しているため、

調査対象サービスのみの収益と費用を

把握していない。

３．一体会計（法人単位）

法人

施設・事業所 施設・事業所

生
活
介
護

施
設
入
所
支
援

短
期
入
所

居
宅
介
護

（
調
査
対
象
）

指
定
計
画

相
談
支
援

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

以
外
の
事
業

（
介
護
保
険
、

医
療
事
業
等
）

居
宅
介
護

障
害
児

相
談
支
援

放
課
後
等

デ
イ
サ
ー
ビ
ス

施設・事業所

法人で行っている全サービスを含めた事業活動計算書（損益計算

書）を作成しているため、調査対象サービスのみの収益と費用を把

握していない。

事業活動計算書

（損益計算書）

事業活動計算書

（損益計算書）

事業活動計算書

（損益計算書）

事業活動計算書

（損益計算書）

社会福祉法人で、拠点区分事業活動計算書内訳表

を作成している場合などが該当します。
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問３．前問で「２」または「３」と回答されたところにお聞きします。令和７年度の会計において、障害福祉サ

ービス等事業以外の事業で、一体的に会計処理をされている事業（会計の区分に含まれる事業）について、

該当する番号すべてに○をつけてください。 

 １．介護保険事業 

 ２．児童福祉事業（障害児支援を除く） 

 ３．医療保険事業 

 ４．老人福祉事業 

 ５．保育事業 

 ６．生活保護事業 

 ７．地域生活支援事業 

 ８．その他（                   ） 

 ９．障害福祉サービス等事業以外は含まない 

 
以降の§２～§４の質問については、前ページの問２で回答いただいた会計の
区分状況について記載いただきますので、以下をご参照の上、記載の範囲をお
確かめください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

§４．調査対象サービスが属
する会計の区分における事
業活動収支等の状況 

（問８～11） 
調査対象サービスの収支等を回
答 

§４．調査対象サービスが属
する会計の区分における事
業活動収支等の状況 

（問８～11） 
調査対象サービスが属する会計
の区分における収支等を回答 

§４．調査対象サービスが属
する会計の区分における事
業活動収支等の状況 

（問８～11） 
法人全体の収支等を回答 
 

１．【単独会計】と回答 
２．【一体会計（事業所単

位）】と回答 

３．【一体会計（法人単

位）】と回答 

§２．調査対象サービスが属
する会計の区分におけるサ
ービス提供状況 

（問４） 
「①調査対象サービス」のみ回答 
 
 
 
 

§３・調査対象サービスが属
する会計の区分における職
員数・職員給与の状況 

（問６・７） 
調査対象サービスのみの職員数・
職員給与・関連費用を回答 

§２．調査対象サービスが属
する会計の区分におけるサ
ービス提供状況 

（問４） 
「①調査対象サービス」を回答 
会計の区分に属するその他の全
サービスを「②調査対象を除く障
害福祉サービス等」、「③障害福祉
サービス等以外の事業」に回答 

§２．調査対象サービスが属
する会計の区分におけるサ
ービス提供状況 

（問４） 
「①調査対象サービス」を回答 
法人のその他の全サービスを「②
調査対象を除く障害福祉サービ
ス等」、「③障害福祉サービス等以
外の事業」に回答 

§３・調査対象サービスが属
する会計の区分における職
員数・職員給与の状況 

（問６・７） 
法人全体の職員数・職員給与・関
連費用を回答 
 

（問６・７） 

調査対象サービスが属する会計

の区分における職員数・職員給

与・関連費用を回答 

§３・調査対象サービスが属
する会計の区分における職
員数・職員給与の状況 
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§２．調査対象サービスが属する会計の区分におけるサービス提供状況 

 

問４． 
（１）調査対象サービスが属する会計の区分における各サービスの提供の実績等を記入してください。 
 

問２で選択した会計の区分に基づき記載してください 
 

 
 

定 員 開所日数 実利用者数 延べ訪問回数 延べ利用回数 
利用者等へ
の延べ食事
提供回数 

延べ床面積
（㎡）あるいは
割合（％） 

 
 

令和７年 
10月１日現在 

令和７年 
10月中 

令和７年 
10月中 

令和７年 
10月中 

令和７年 
10月中 

令和７年 
10月中 

サービス毎の延べ床面

積あるいは割合の概算

値を記入 

①調査対象サービス 

 
人 日 人 回 回 食 

㎡ 

％ 

②調査対象を除く障害福祉サービス等 

 １ 居宅介護 
 

 

人 回   

㎡ 

％ 

 ２ 重度訪問介護 
 

 

人 回   

㎡ 

％ 

 ３ 同行援護 
 

 

人 回   

㎡ 

％ 

 ４ 行動援護 
 

 

人 回   

㎡ 

％ 

 ５ 療養介護 
人  人  回 食 

㎡ 

％ 

 ６ 生活介護 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 ７ 短期入所 
人  人  回 食 

㎡ 

％ 

 ８ 重度障害者等包括支援 
 

 

人 回 回  

㎡ 

％ 

 ９ 施設入所支援 
人 

 

人  回 食 

㎡ 

％ 

 10 自立訓練（機能訓練） 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 11 自立訓練（生活訓練） 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 12 就労選択支援 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 13 就労移行支援 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 14 就労継続支援Ａ型 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 15 就労継続支援Ｂ型 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 16 就労定着支援 
  人  回  

㎡ 

％ 

 17 自立生活援助 
  人  回  

㎡ 

％ 

 
18 共同生活援助 
（介護サービス包括型） 人 

 

人  回 食 

㎡ 

％ 

 19 共同生活援助 
（日中サービス支援型） 人 

 

人  回 食 

㎡ 

％ 

 20 共同生活援助 
（外部サービス利用型） 人 

 

人  回 食 

㎡ 

％ 

 21 計画相談支援 
 

 

人  回  

㎡ 

％ 

 22 地域相談支援 
 （地域移行支援）  

 

人  回  

㎡ 

％ 

 23 地域相談支援 
 （地域定着支援）  

 

人  回  

㎡ 

％ 

 24 障害児相談支援 
 

 

人  回  

㎡ 

％ 

 25 児童発達支援 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 26 放課後等デイサービス 
人 日 人  回 食 

㎡ 

％ 

 27 居宅訪問型児童発達支援 
 

 

人 回   

㎡ 

％ 

 28 保育所等訪問支援 
 

 

人 回   

㎡ 

％ 

 29 福祉型障害児入所施設 
人 

 

人  回 食 

㎡ 

％ 

 30 医療型障害児入所施設 
人 

 

人  回 食 

㎡ 

％ 

③障害福祉サービス等以外の事業 

 
 

  

  

 ㎡ 

％ 
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（２）調査対象サービスが施設入所支援、福祉型障害児入所施設の事業所にお聞きします。以下の面積について回

答してください。 

 

 入所部分 通所部分 入所・通所共用部分 

食堂 ㎡ ㎡ ㎡ 

調理室 ㎡ ㎡ ㎡ 
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≪問４の回答に当たっての留意事項≫ 

 

設問の項目 説   明 

定員 

 

・施設・居住支援サービス、日中活動系サービス、障害児支援について、令和７年10月１日現
在で許可・認可、届出をしている定員を記入してください。 

・多機能型事業所で複数サービスの定員合計を定めている場合は、各サービスの上限定員を記
入してください（例：児童発達支援と放課後等デイサービスの多機能型事業所で、合計定員
10人を定めている場合は、それぞれの欄に「10人」と記入）。 

・空床型の短期入所は記入不要です。 

開所日数 ・日中系サービスの場合、令和７年10月の開所日数を記入してください。利用者がいない日で
あっても、事業所として営業・開所していた日は開所日にカウントしてください 

【記入例】 10月１～３、６～10、14～17、20～24、27～31日（10月中の平日）に 
      開所していた場合 → 10月中の開所日数：22日 

実利用者数 ・令和７年10月中の実利用者数を記入してください。 
・利用日数・回数に関係なく、10月中に１日・１回だけ利用した者も、複数日・複数回利用し

た者も、月途中で入退所した者も、「１人」とカウントしてください。 
・訪問型、施設外支援のみの在宅利用者についても、実利用者数にカウントしてください。 
・相談支援サービスの実利用者数は、令和７年10月の給付費対象人数を記入してください。 

延べ訪問回数 

 

・訪問系サービスについて、令和７年10月の延べ訪問回数を記入してください。 
・利用者１人の１回の訪問を複数の職員で行なった場合も、訪問回数は訪問した職員の人数に

関わりなく、「１回」とカウントしてください。 
・自立訓練の訪問分の回数は記入不要です。 

延べ利用者数 ・施設・居住支援系サービス、日中活動系サービス、障害児支援について、令和７年10月の延
べ利用者数（１日の利用者数の月合計）を記入してください（月間に請求した人数と一致し
ます）。 

・入所日･退所日、入院･外泊の初日･最終日も「１日」とカウントしてください。 
・訪問型、施設外支援のみの在宅利用者についても利用回数に応じてカウントしてください。 
・相談支援サービスの延べ利用者数は、令和７年10月の給付費対象人数合計を記入してくださ

い。 

利用者等への延

べ食事提供回数 

・食費に計上される食事が提供された回数を計上してください。食事の提供がない場合は０
（ゼロ）を記入してください。 

・医薬品扱いとなるものや、おやつ、保存食・検食用の食数は回数に含めないでください。 

延べ床面積(㎡)

あるいは割合(%) 

・実施している障害福祉サービス等の事業で専用する延べ床面積を算出し、また一体的に会計
を行っている他のサービス・事業と共用する床面積がある場合には、その共用床面積を各サ
ービス・事業に配分し、先の専用床面積と合算して記入してください。床面積は小数点第１
位を四捨五入し、整数で記入してください。 

・共用床面積は以下の例を参考に各サービス・事業へ配分を行ってください。 
【計算例】 

調査対象サービス専用 
80㎡ 

共用 
10㎡ 

他サービス・事業専用 
20㎡ 

調査対象サービス専用部分：80㎡ 

共用部分：10㎡ 

調査対象サービス専用への共用部分床面積の配分：8㎡＝10㎡×（80㎡/（80㎡＋20㎡）） 

したがって、調査対象サービス延べ床面積（専用部分＋共用部分配分）=80㎡＋8㎡=88㎡ 

 
・延べ床面積の算出が難しい場合には、各サービスの延べ床面積の割合（％表記）を概ねの値

にて記入してください。その場合には、当該欄を縦に足した合計が100％になるようご記入
ください。（なお、３等分の場合の33％×3など、四捨五入の関係で合計100％にならない場
合はそのままでかまいません。） 

【上記例の場合】 
調査対象サービス延べ床面積割合概算値：80％（=88㎡） 

他サービス・事業延べ床面積概算値：20％（=22㎡） 

 
・調査対象サービスの専用部分が決めがたい場合は、該当する床面積をサービス・事業数で等

分した床面積としてください。（例：障害福祉の居宅介護と介護保険の訪問介護を行ってい
る事業所で、該当する床面積は事務所スペースのみ、すべて共用の場合、それぞれの欄に「事
務所の床面積を２等分した面積」を記入） 

 



7 

問５．以下の問について回答してください。 

（１）調査対象サービスにおける介護テクノロジー（介護ロボットやICT等）の導入状況についてお聞きします。 

※ 介護テクノロジー（介護ロボットやICT等）の具体例については、記入要領（P.●）参照してください。 

※ 併設サービス分は記入要領を参照し、適切な按分を行ったうえで、調査対象サービス分の費用額を記入して

ください。 

※ 介護テクノロジーの保守・点検等にかかった費用が０円の場合は、空欄ではなく「０」（ゼロ）を記入してく

ださい。 

※ 令和７年度決算期には未導入だった機器の費用は、空欄ではなく「０」（ゼロ）を記入してください。 

※ 各種類の機器を一括で契約しているなど、機器別に費用を記入することが難しい場合は、一括費用額に合計

額を記入してください。 

 

●調査対象サービスの実施において令和８年３月末時点で導入している機器について、該当する番号すべてに○を

つけてください。また、令和７年度決算期数値におけるそれぞれの機器の保守・点検等のランニングコスト（１

年間にかかった年額）を記入してください。 

令和７年度１年分 

介護テクノロジーの導入状況（令和８年３月末時点） 

令和７年度決算期 

機器の保守・点検等のランニングコスト 

（１年間にかかった年額） 

  億 百万   千   円 

１ 移乗支援機器            

２ 移動支援機器            

３ 排泄支援機器            

４ 入浴支援機器            

５ 見守り・コミュニケーション機器            

６ 介護業務支援機器（介護記録ソフト等）            

７ 機能訓練支援機器            

８ 食事・栄養管理支援機器            

９ その他（                    ）            

10 介護テクノロジーを導入していない  

 

●令和７年度決算期数値について、機器別に費用を記入することが難しい場合は、まとめた費用額を記入してくだ

さい。 

   億 百万   千   円 

一括費用額            
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（２）調査対象サービスにおけるコンサルティング費用及びフランチャイズ費用についてお聞きします。 

 

●調査対象サービスにおいて令和７年度決算期数値におけるコンサルティング費用及びフランチャイズ費用（１年

間にかかった年額）を記入してください。 

令和７年度１年分 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

①コンサルティング費用            

②フランチャイズ費用            

 

（３）調査対象サービスが居宅介護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援、自立生活援助、計画相談支援、障害

児相談支援の事業所にお聞きします。以下の事項に関し、令和７年10月の１か月分の実績について回答してく

ださい。 

 

●調査対象サービスの延べ訪問回数のうち、同一建物の集合住宅（アパート、マンション、シェアハウス等）

に居住する者への訪問の占める割合について、該当する番号に○をつけてください。 

 １．20％未満 

 ２．20％以上40％未満 

 ３．40％以上60％未満 

 ４．60％以上80％未満 

 ５．80％以上 

 

 

（４）調査対象サービスが居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、自立訓練（機

能訓練）、自立訓練（生活訓練）、自立生活援助、計画相談支援、地域相談支援（地域移行支援）、地域相談支援

（地域定着支援）、障害児相談支援の事業所にお聞きします。以下の事項に関し、令和７年10月の１か月分の実

績について回答してください。 

 

●調査対象サービスの職員が利用者を訪問する際の、主な訪問（移動）手段として、最も多い手段の番号に○

をつけてください。 

 １．自動車等 

 ２．徒歩 

 ３．自転車 

 ４．公共交通機関 

 ※ 「１．自動車等」には、バイク（原付含む）も含みます。 

 

●調査対象サービスの職員が利用者を訪問する際に、１回（件）の訪問にかかった平均的な移動時間について、

該当する番号に○をつけてください。 

 １．５分未満 

 ２．５分以上15分未満 

 ３．15分以上30分未満 

 ４．30分以上45分未満 

 ５．45分以上１時間未満 

 ６．１時間以上 
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（５）調査対象サービスが生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓

練）、就労選択支援、就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放課後等デイサー

ビスの事業所にお聞きします。以下の事項に関し、令和７年10月の１か月分の実績について回答してください。 

 

●調査対象サービスの利用者を送迎する際に、１回の送迎にかかった平均的な送迎時間について、該当する番

号に○をつけてください。 

 １．30分未満 

 ２．30分以上１時間未満 

 ３．１時間以上１時間30分未満 

 ４．１時間30分以上２時間未満 

 ５．２時間以上２時間30分未満 

 ６．送迎を実施していない 

 

 

 

 

 

 
問６以降については、複数のサービスについてご回答いただいている事業所で、会計の区
分が同一であり、すでに他の調査票で同一の内容を回答いただいている場合は、本調査票
での回答を省略することができます。その場合は、回答を記入いただいた調査票番号をこ
こに記入し、本調査票の回答は終了です。 

⇒ 

調査票番号  
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§３．調査対象サービスが属する会計の区分における職員数・職員給与の状況 
 

問６．調査対象サービスが属する会計の区分において、令和７年10月に在籍していた職種別の職員数と給与額

を記入してください（記入に当たっては、必ず記入要領を確認してください）。 
 
○ 「実人数」「給料」については、換算や按分の必要はありません。問２で選択した会計の区分における

実際の人数・給料（当該月分として支払った基本給・手当の合計額、一時金は含まない）を記入してください。 

○ 「調査対象サービス分に換算した人数」は、調査対象サービスに従事した勤務時間を「施設・事業所が

定めている常勤の従業者が勤務すべき時間数」で割って求めた換算人数としてください。 
 
 ※ 「調査対象サービス分に換算した人数」及び「常勤換算人数」は、小数点以下第２位を四捨五入して、小数点第１位

までを記入してください。ただし、得られた結果が0.1に満たない場合は「0.1」としてください（最小値は0.1とし、0
にはしないでください）。 

※ 複数の職種に従事している場合、主として従事している職種のいずれか１つに分類して記入してください。主として
従事している職種を決めがたい場合、番号の若い順に優先して記入してください。 

※ 派遣職員で対応している職種がある場合は、その職員数及び給与は含めないでください。 
 

令和７年10月分 

職   種 

常勤 非常勤 

実人数 
調査対象サー
ビス分に換算
した人数 

給料 
実人数 

常勤換算
人数 

調査対象サー
ビス分に換算
した人数 

給料 

百万 千 円 百万 千 円 

1 施設長・管理者 
人 人          人 人 人          

2 サービス管理責任者 
人 人          人 人 人          

3 児童発達支援管理責任者 
人 人          人 人 人          

4 サービス提供責任者 
人 人          人 人 人          

5 医師 
人 人          人 人 人          

6 
看護職員（保健師、看護師、
准看護師） 人 人          人 人 人          

7 理学療法士・作業療法士・言
語聴覚士 人 人          人 人 人          

8 機能訓練担当職員 
人 人          人 人 人          

9 地域移行支援員 
人 人          人 人 人          

10 就労選択支援員 
人 人          人 人 人          

11 就労支援員 
人 人          人 人 人          

12 職業指導員 
人 人          人 人 人          

13 就労定着支援員 
人 人          人 人 人          

14 地域生活支援員 
人 人          人 人 人          

15 
心理指導担当職員（公認心理
師を含む） 人 人          人 人 人          

16 生活支援員 
人 人          人 人 人          

17 ホームヘルパー 
人 人          人 人 人          

18 世話人 
人 人          人 人 人          

19 夜間支援従事者 
人 人          人 人 人          

20 児童指導員 
人 人          人 人 人          

21 保育士 
人 人          人 人 人          

22 主任相談支援専門員 
人 人          人 人 人          

23 相談支援専門員 
人 人          人 人 人          

24 相談支援員 
人 人          人 人 人          

25 地域移行支援従事者・地域定
着支援従事者 人 人          人 人 人          

26 訪問支援員 
人 人          人 人 人          

27 管理栄養士・栄養士 
人 人          人 人 人          

28 調理員 
人 人          人 人 人          

29 事務員 
人 人          人 人 人          

30 その他の職員 
人 人          人 人 人          
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≪問６の回答に当たっての留意事項≫ 

○ 「常勤職員」とは、施設・事業所の所定労働時間（１週間に勤務すべき時間が32時間を下回る場合は、32

時間を基本とする。）のすべてを勤務している者をいいます。所定労働時間のすべてを勤務しているパートタ

イマーは常勤職員となります。「非常勤職員」とは、常勤職員以外の従事者をいいます。常勤・非常勤の別は

勤務時間によるもので、契約上の身分（正規・非正規）によるものではありません。 

○ 「調査対象サービス分に換算した人数」について、勤務時間による換算が困難な場合は、サービス

利用者数、訪問回数などの適切な基準で換算をしてください。 

※ より詳細な計算方法・計算例などは記入要領を参照ください。 
   

「調査対象サービス分に換算した人数」の計算例 
 

 

 ※就業規則上の常勤従事者の１週間の勤務時間を「40時間」と定めている事業所の例 

例１ 

障害者支援施設で、同一の会計の区分に施設入所支援（調査対象）と生活介護があり、週の勤務時間が

施設入所支援30時間、生活介護10時間の常勤の生活支援員が４人在籍している場合 

 

施設入所支援（調査対象） 30時間 生活介護 10時間 

 生活支援員の実人数：４人 

 調査対象サービス分に換算した人数：（４人×30時間）／40時間 ＝ ３人 
 

例２ 

同一の会計の区分で障害福祉の居宅介護（調査対象）、介護保険の訪問介護、地域生活支援事業の移動支

援を行っている事業所で、非常勤のホームヘルパー10人の週の合計勤務時間が250時間、そのうち居宅

介護に従事した合計時間が20時間だった場合 

 

居宅介護（調査対

象） 20時間 
訪問介護 200時間＋移動支援 30時間 

 ホームヘルパーの実人数：10人 

 常勤換算人数：250時間／40時間 ＝ 6.25 → 6.3人 

 調査対象サービス分に換算した人数：20時間／40時間 ＝ 0.5人 
 

例３ 

同一の会計の区分で計画相談支援（調査対象）、地域相談支援、障害児相談支援を行っている事業所で、

常勤の相談支援専門員の週の勤務時間が50時間、そのうち計画相談支援に20時間従事したが、事業所運

営などの間接業務にも10時間従事している場合 
 
 

計画相談支援（調査対象） 

20時間 

地域相談支援 15時間 

障害児相談支援 ５時間 
間接業務 10時間 

 相談支援専門員の実人数：１人 

 調査対象サービス分に換算した人数： 

  ①調査対象サービスの勤務時間 20時間 

  ②間接業務の勤務時間の配分 10時間×（20時間／40時間）＝ ５時間（調査対象サービスの勤務時

間／直接業務の勤務時間の比率で配分） 

 したがって、（①＋②）／40時間＝0.625 → 0.6人（分母は実際の勤務時間ではなく規定の勤務時間） 
 

例４ 

障害者支援施設で、同一の会計の区分に短期入所（調査対象）、施設入所支援、生活介護があり、非常勤

の事務員３人の週の合計勤務時間が90時間、すべて間接業務で調査対象の従事時間を決めがたい場合 

 事務員の実人数：３人 

 常勤換算人数：90時間／40時間 ＝ 2.25 → 2.3人 

 調査対象サービス分に換算した人数： 

  短期入所利用者数（延べ人数）／施設の総利用者数（延べ人数）＝10％だった場合、 

  （90時間×10％）／40時間＝0.225→0.2人（勤務時間で換算できないため、延べ利用者数で換算） 

直接業務 
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問７．調査対象サービスが属する会計の区分において、職員給与に係る以下の費用を記入してください。 

 
（１）令和７年10月分の通勤手当の額を記入してください。 

令和７年10月分 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

通勤手当の額            

 

（２）令和７年度分の賞与または賞与引当金繰入の額の１／１２の金額を記入してください。 

令和７年度１年分の月額換算 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

賞与または賞与引当金繰入の額            

 

（３）令和７年度分の退職給付に係る費用の１／１２の金額を記入してください。 

令和７年度１年分の月額換算 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

①社会福祉施設職員等退職手当共済の掛け金額            

②全国社会福祉団体職員退職手当積立基金の掛け金額            

③中小企業退職金共済制度の掛け金額            

④その他の共済制度の掛け金額            

⑤退職給与（給付）引当金繰入額（①～④以外）            

⑥退職金として支出（①～⑤の計上分以外）            

 

（４）令和７年度分の法定福利費（事業主負担分）の額の１／１２の金額を記入してください。 

令和７年度１年分の月額換算 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

法定福利費（事業主負担分）の額            
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§４．調査対象サービスが属する会計の区分における事業活動収支等の状況 
 

問８．事業活動収益（収入） 

問２で選択した会計の区分に基づき記載してください 
令和７年度の１年分の事業活動収益（収入）について記入してください。 

○ 問２で、 

・「１.単独会計」と回答した場合は、調査対象サービスにおける収益（収入）について記入してください。 

  ・「２.一体会計（事業所単位）」と回答した場合は、調査対象サービスが属する事業所全体の収益（収入）に

ついて記入してください。 

  ・「３.一体会計（法人単位）」と回答した場合は、法人全体の集計（収入）について記入してください。 

○ 科目名については、採用している会計基準により異なっている場合がありますので、記入要領を参照して適宜

読み替えをしてください。 

○ お手数ですが、複数の費目をまとめて記入することはせず、個別費目ごとに金額を記入してください。 

 金額については、概算にせず一の位まで記入してください。 

令和７年度１年分 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

事
業
活
動
収
益
（
収
入
） 

１．自立支援給付費等収益（収入）            計            

 (１)介護給付費収益（収入）            小計            

  ①居宅介護            

  ②重度訪問介護            

  ③同行援護            

  ④行動援護            

  ⑤重度障害者等包括支援            

  ⑥療養介護（経過的療養介護を含む）            

  ⑦生活介護            

  ⑧経過的生活介護            

  ⑨短期入所            

  ⑩施設入所支援            

  ⑪経過的施設入所支援            

 (２)訓練等給付費収益（収入）            小計            

  ①共同生活援助            

  ②自立訓練(機能訓練)            

  ③自立訓練(生活訓練)            

  ④宿泊型自立訓練            

  ⑤就労選択支援            

  ⑥就労移行支援            

  ⑦就労継続支援Ａ型            

  ⑧就労継続支援Ｂ型            

  ⑨就労定着支援            

  ⑩自立生活援助            

 (３)サービス利用計画作成費収益（収入）      小計            

  ①地域相談支援(地域移行支援)            

  ②地域相談支援(地域定着支援)            

  ③計画相談支援            

  ④障害児相談支援            
 (４)障害児施設等給付費収益（収入）         小計            

  ①福祉型障害児入所施設            

  ②医療型障害児入所施設            

  ③児童発達支援            

  ④放課後等デイサービス            

  ⑤居宅訪問型児童発達支援            

  ⑥保育所等訪問支援            
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科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

事
業
活
動
収
益
（
収
入
）（
続
き
） 

２．利用者負担金収益（収入）               計            

 (１)居宅介護            

 (２)重度訪問介護            

 (３)同行援護            

 (４)行動援護            

 (５)重度障害者等包括支援            

 (６)療養介護（経過的療養介護を含む）            

 (７)生活介護            

 (８)経過的生活介護            

 (９)短期入所            

 (10)施設入所支援            

 (11)経過的施設入所支援            

 (12)共同生活援助            

 (13)自立訓練(機能訓練)            

 (14)自立訓練(生活訓練)            

 (15)宿泊型自立訓練            

 (16)就労選択支援            

 (17)就労移行支援            

 (18)就労継続支援Ａ型            

 (19)就労継続支援Ｂ型            

 (20)就労定着支援            

 (21)自立生活援助            

 (22)福祉型障害児入所施設            

 (23)医療型障害児入所施設            

 (24)児童発達支援            

 (25)放課後等デイサービス            

 (26)居宅訪問型児童発達支援            

 (27)保育所等訪問支援            

３．補足給付費収益（収入）            

４．特定費用収益（収入）            

５．措置費収益（収入）                  計            

 (１)福祉型障害児入所施設            

 (２)医療型障害児入所施設            

 (３)その他((１)、(２)に該当しないもの)            

６．運営費収益（収入）            

７．就労継続支援Ａ型利用者分に係る雇用関係助成金等の収益

（収入）                      計 
           

 (１)特定求職者雇用開発助成金            

 
(２)障害者雇用納付金制度における調整金、報奨金、特例給

付金 
           

 
(３)その他の障害者雇用に係る助成金（自治体による助成金

等）((１)、(２)に該当しないもの) 
           

８．補助金収益（収入）                  計            

 
(１)障害者総合支援事業費補助金（令和６年度障害福祉人材確

保・職場環境改善等事業分) 
           

 
(２)障害者総合支援事業費補助金（令和７年度障害福祉従事者

処遇改善緊急支援事業分） 
           

 (３)物価高騰対策関連の補助金            

 (４)その他の補助金収益（収入）（(１)～(３)に該当しないもの）            

９．受託事業・補助事業収益（収入）            

10．障害福祉サービス以外の事業による収益（収入）    計            

 (１)介護保険事業収益（収入）            

 (２)医療事業収益（収入）            
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科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

 (３)就労支援事業（生産活動）収益（収入）            

 (４)授産事業収益（収入）            

 (５)その他の事業収益（収入）((１)～(４)に該当しないもの)            

11．その他の収益（収入）※１～10以外の収益（収入）の合計額を記入            

事業活動収益（収入）計            

 

問９．長期借入金返済支出の状況 

○ 貸借対照表の固定負債に長期借入金があり、資金収支計算書、キャッシュフロー計算書に償還支出を計上し

ている場合は、その金額を記入してください。 

問２で選択した会計の区分に基づき記載してください 
令和７年度１年分 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

設備資金借入金元金償還支出            

長期運営資金借入金元金償還支出            

その他の長期借入金償還支出            

 

問10．法人本部において、以下の収入及び支出（法人本部を拠点とする拠点区分間繰入金）がある場合、金額

を記入してください。 

○ 資金収支計算書、キャッシュフロー計算書に、下記の収入及び支出を計上している場合は、金額を記入して

ください。 

問２で選択した会計の区分に基づき記載してください 
令和７年度１年分 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

法人本部を繰入先とし、本部以外の拠点区分を繰入元とするもの            

法人本部以外の拠点区分を繰入先とし、本部を繰入元とするもの            
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問11．事業活動費用（支出）及び事業活動外収支・特別収支 

○ 事業活動費用（支出）等について、採用している会計基準に該当するページに記入してください。 

会計基準 ①社会福祉法人会計 ②病院会計 
③企業会計、ＮＰＯ会計、 

その他の会計 

該当ページ 16ページ 18ページ 20ページ 

 

①社会福祉法人会計 

問２で選択した会計の区分に基づき記載してください 
 

○ 問２で、 

・「１.単独会計」と回答した場合は、調査対象サービスにおける費用等を記入してください。 

  ・「２.一体会計（事業所単位）」と回答した場合は、調査対象サービスが属する事業所全体の費用等を記入してください。 

  ・「３.一体会計（法人単位）」と回答した場合は、法人全体の費用等を記入してください。 

○ 各費目に消費税等が別途計上されている場合でも、税込み方式（各支出費目に消費税額を算入した値）で記入してくださ

い。 

○ 金額については、概算にせず一の位まで記入してください。 

令和７年度１年分 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用 

１．人件費            

 うち派遣職員費            

２．事業費                          計            

 (１)給食費            

 (２)介護用品費            

 (３)保健衛生費            

 (４)水道光熱費            

 (５)燃料費            

 (６)消耗器具備品費            

 (７)保険料            

 (８)賃借料                        小計            

  ①設備器械            

  ②その他の賃借料（①に該当しないもの）            

 (９)車輌費            

 (10)雑費            

 (11)その他経費((１)～(10)に該当しないもの)            

３．事務費                         計            

 (１)福利厚生費            

 (２)旅費交通費            

 (３)研修研究費            

 (４)事務消耗品費            

 (５)印刷製本費            

 (６)水道光熱費            

 (７)燃料費            

 (８)修繕費            

 (９)通信運搬費            

 (10)広報費            

 (11)業務委託費                     小計            

  ①給食委託費            

  ②送迎委託費            

  ③清掃委託費            

  ④その他委託費(①～③に該当しないもの）            

 (12)保険料            

 (13)賃借料                        小計            
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科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
（
続
き
） 

  ①設備器械            

  ②その他の賃借料（①に該当しないもの）            

 (14)土地・建物賃借料                   小計            

  ①土地            

  ②建物及び建物付属設備            

 (15)租税公課            

 (16)保守料            

 (17)雑費            

 (18)その他経費((１)～(17)に該当しないもの）            

４．就労支援事業（生産活動）費用            

５．授産事業費用            

６．減価償却費                       計            

 (１)建物及び建物付属設備減価償却費            

 (２)その他減価償却費((１)に該当しないもの)            

７．国庫補助金等特別積立金取崩額 ▲           

８．徴収不能額            

９．徴収不能引当金繰入            

10．その他費用 ※１～10以外の費用の合計額を記入            

サービス活動費用計（１～10の合計）            

 うち人材紹介手数料            

サービス活動外収益            

 うち借入金利息補助金収益            

サービス活動外費用            

 うち支払利息            

特別収益            

 うち事業区分間繰入金収益            

 うち拠点区分間繰入金収益            

  うち法人本部会計からの繰入金収益            

特別費用            

 うち事業区分間繰入金費用            

 うち拠点区分間繰入金費用            

  うち法人本部会計への繰入金費用            

   うち法人本部に帰属する費用：役員報酬・退職金手当等の運
営費に限る（他の事業のための費用等を除く） 
※特にない場合は０と記載し、金額が分からない場合は空欄としてください。 
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②病院会計 
問２で選択した会計の区分に基づき記載してください 

○ 問２で、 

・「１.単独会計」と回答した場合は、調査対象サービスにおける費用等を記入してください。 

  ・「２.一体会計（事業所単位）」と回答した場合は、調査対象サービスが属する事業所全体の費用等を記入してください。 

  ・「３.一体会計（法人単位）」と回答した場合は、法人全体の費用等を記入してください。 

○ 各費目に消費税等が別途計上されている場合でも、税込み方式（各支出費目に消費税額を算入した値）で記入してください。 

○ 金額については、概算にせず一の位まで記入してください。 

※ 派遣職員に係る費用については、法人で人件費として処理されている分は「給与費」、業務委託費として処理されている分は

「委託費」に計上し、二重計上はしないでください。 

※ 就労支援事業を実施しており、一体会計で回答する場合は、就労支援事業の生産活動費用については各費目に分割計上せず、

「就労支援事業（生産活動）費用」にまとめて計上してください。 

令和７年度１年分 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

医
業
・
介
護
費
用 

１．給与費            

 うち派遣職員費            

２．材料費            

３．委託費                          計            

 (１)検査委託費            

 (２)給食委託費            

 (３)清掃委託費            

 (４)派遣委託費            

(５)その他の委託費（(１)～(４)に該当しないもの）            

４．設備関係費                        計            

 (１)減価償却費                   小計            

  ①建物及び建物付属設備減価償却費            

  ②その他減価償却費(①に該当しないもの)            

 (２)機器賃借料            

 (３)地代家賃            

 (４)修繕費            

 (５)車両関係費            

 (６)その他の設備関係費（(１)～(５)に該当しないもの）            

５．研究研修費            

６．経費                           計            

 (１)福利厚生費            

 (２)旅費交通費            

 (３)通信費            

 (４)水道光熱費            

 (５)消耗品費            

 (６)保険料            

 (７)租税公課            

 (８)雑費            

 (９)その他の経費((１)～(８)に該当しないもの）            

７．就労支援事業（生産活動）費用            

８．その他の医業費用（１～７に該当しないもの）            

医業・介護費用計（１～８の合計）            

 うち人材紹介手数料            

医業・介護外収益                            計            

 １．受取利息・配当金            

 ２．障害者総合支援事業費補助金（令和６年度障害福祉人材

保・職場環境改善等事業分） 
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科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

 ３．障害者総合支援事業費補助金（令和７年度障害福祉従事者

処遇改善緊急支援事業分） 
           

 ４．物価高騰対策関連の補助金            

 ５．その他の医業･介護外収益（１～４に該当しないもの）            

医業・介護外費用                            計            

 １．支払利息            

 ２．徴収不能額            

 ３．その他の医業･介護外費用（１、２に該当しないもの）            

臨時収益            

臨時費用            

税金            
 

本部費 法人本部会計からの繰入金収益            

法人本部会計への繰入金費用            

 うち法人本部に帰属する費用：役員報酬・退職金手当等の
運営費に限る（他の事業のための費用等を除く）※ 

特にない場合は０と記載し、金額が分からない場合は空欄としてください。 
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③企業会計、ＮＰＯ会計、その他の会計 
問２で選択した会計の区分に基づき記載してください 

○ 問２で、 

・「１.単独会計」と回答した場合は、調査対象サービスにおける費用（支出）等を記入してください。 

  ・「２.一体会計（事業所単位）」と回答した場合は、調査対象サービスが属する事業所全体の費用（支出）等を記入してくださ

い。 

  ・「３.一体会計（法人単位）」と回答した場合は、法人全体の費用（支出）等を記入してください。 

○ 各費目に消費税等が別途計上されている場合でも、税込み方式（各支出費目に消費税額を算入した値）で記入してください。 

○ 金額については、概算にせず一の位まで記入してください。 

※ ＮＰＯ法人会計で経常費用を「事業費」「管理費」に区分している場合は、各勘定科目に合算して記載してください。 

※ 派遣職員に係る費用については、法人で人件費として処理されている分は「人件費」、業務委託費として処理されている分は

「委託料」に計上し、二重計上はしないでください。 

※ 就労支援事業を実施しており、一体会計で回答する場合は、就労支援事業の生産活動費用については各費目に分割計上せず、

「就労支援事業（生産活動）費用」にまとめて計上してください。  
令和７年度１年分 

科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

売
上
原
価
・
経
常
費
用
（
支
出
） 

１．人件費            

 うち派遣職員費            

２．経費                           計            

 (１)給食材料費            

 (２)車輌費            

 (３)光熱水費            

 (４)福利厚生費            

 (５)旅費交通費            

 (６)研修費            

 (７)通信運搬費            

 (８)賃借料                       小計            

  ①土地            

  ②建物及び建物付属設備            

  ③設備器械            

  ④その他の賃借料（①～③に該当しないもの）            

 (９)保険料            

 (10)租税公課            

 (11)委託料                       小計            

  ①派遣委託費            

  ②給食委託費            

  ③送迎委託費            

  ④清掃委託費            

  ⑤その他の委託費（①～④に該当しないもの）            

 (12)その他の経費((１)～(11)に該当しないもの）            

３．減価償却費                      小計            

 (１)建物及び建物付属設備減価償却費            

 (２)その他減価償却費((１)に該当しないもの)            

４．就労支援事業（生産活動）費用            

５．その他の売上原価・経常費用（１～４に該当しないもの）            

売上原価・経常費用計（１～５の合計）            

 うち人材紹介手数料            

営業外収益                              計            

 １．受取利息            

 ２．受取配当金            

 ３．補助金収入                      小計            

  (１)障害者総合支援事業費補助金（令和６年度障害福祉人

材確保・職場環境改善等事業分） 
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科   目 
金  額 

  億  百万   千   円 

  (２)障害者総合支援事業費補助金（令和７年度障害福祉従

事者処遇改善緊急支援事業分） 
           

  (３)物価高騰対策関連の補助金            

  (４)その他の補助金収入（収益）（(１)～(３)に該当しないもの）            

 ４．その他の営業外収益（１～３に該当しないもの）            

営業外費用                              計            

 １．支払利息            

 ２．徴収不能額            

 ３．その他の営業外費用（１、２に該当しないもの）            

特別利益            

特別損失            

法人税、住民税及び事業税            
 

本部経費

配賦額 

法人本部会計からの繰入金収益            

法人本部会計への繰入金費用            

 うち法人本部に帰属する費用：役員報酬・退職金手当等の
運営費に限る（他の事業のための費用等を除く）※ 

特にない場合は０と記載し、金額が分からない場合は空欄としてください。 
           

 

 

*** 記入内容について確認させていただく場合がありますので、調査票の複写を1部お手元に保存いただきますようお願いいたします。 *** 
 

*** 調査は以上です。お忙しいところご協力ありがとうございました。 *** 

【調査に関するお問い合わせ先】 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

「令和８年障害福祉サービス等経営実態調査」事務局 

 

【電 話】ＸＸＸＸ－ＸＸＸ－ＸＸＸ（フリーダイヤル） 

※受付時間 平日 9：30～17：30（土・日・祝日を除く） 

【ＦＡＸ】ＸＸ－ＸＸＸＸ－ＸＸＸＸ 

【メール】xxxxx@mhlw.go.jp 

【調査専用ホームページ】https://xxxxx.mhlw.go.jp 

 


